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財源
内訳

一般財源 22,096,816

0.47
3,760,000

0臨時的経費

＊特定財源の説明 民生委員交付事務費県委託金

正規職員の人数（人）

＊臨時的経費の説明

0.47

0

3,760,000
0.47

④ コストに関する補足説明

22,154,000
特定財源 82,000 74,000 73,000 100,000

22,178,816 22,223,177

22,344,567

前年度比

元 年度

１次評価日（主幹等）

評価対象年度 令和

２次評価日（課長等）

課等

福祉の推進

2102

高橋　卓作成者健康福祉部 社会福祉課

コード

事務事業評価表（内部管理事務等）

事業名

担当部課

民生児童委員協議会活動支援事業

部等

事業概要

根拠法令

予算科目

＊元年度に、いつ・どこで・誰が・何を・どのように行ったか、という具体的な内容

３

ともに支えあい、健やかに暮らせるまち

政　　策 施　　策

事業の実施内容

2年度(予算）

あり

民生委員法、児童福祉法

　活動交付金・福祉委員報酬の支給及び以下の研修会や会議等について、事務局として運営に携わった。
・役員会　　　　　13回　月例・監査　市会議室　正副会長・会計・主任児童委員長
・地区会長会　　　12回　月例／　臨時　1回　市会議室　役員・地区会長
・主任児童委員会　10回　月例　市会議室他　各地区主任児童委員
・部会、委員会　　12回　随時　市会議室他　4部会×2回、視察研修委員会4回
・総会　　　　　　 1回　定期(4/25)／　臨時　1回（12/19）
・研修会等　　　　 7回　随時　視察(千葉県柏市柏プロジェクト)
　　　　　　　　　　　　　　　会長、1期目委員、2期目以降委員、主任児童委員研修
　　　　　　　　　　　　　　　鎌倉市腰越地区民生児童委員協議会視察受入　など

○一斉改選　任期：令和元年12月1日～令和4年11月30日
・民生委員推薦会　 2回　（6/14、8/8）
・感謝状贈呈式／委嘱状伝達式（12/3）

目
的
体
系

基本目標

地域福祉の推進

事業の概要等 ＊対象者（誰のため)、意図（どのような状態にしたいのか）

事業の概要
（簡潔に）

身近なところで相談や支援活動を行い、地域福祉の中心的役割を担う民生児童委員の研修
会・会議等への開催協力や協議会の健全な継続運営への支援を行う。

目
的

29年度

対象者 岡谷市民生児童委員協議会

区　分

民生児童委員協議会組織の強化及び地域住民に対する民生児童委員活動の充実

② 人件費 3,760,000

18,463,177
0

18,494,00018,657,567

なし（直営）

18,418,816
18,463,177

ア）コストの推移 ＊この事業にかかる費用（人件費は、1人あたり年間800万円で換算）

18,657,567
元年度

① 直接事業費

30年度
18,494,000

22,149,177

0.47

100.9% 99.3%

3,760,000

0

意　図

前年度の課題
への対応

①民生委員活動の負担減につながるよう、「福祉推進員」との連携について、福祉推進員
　を所管する市社会福祉協議会より説明を受け、福祉推進員の活動に理解を深めた。
　また、役員の他団体の構成員について、会長の負担が軽減するよう見直しを行った。
②新年度の予算編成において、研修視察等の内容について見直しを行い、今後の活動が
　引き続き円滑に行われるよう予算編成を行った。

民生児童委員協議会活動支援事業費 業務委託

実施義務 あり（義務的・標準的事業） 国県補助

③ 合計コスト（①＋②） 22,254,00022,417,567

●事業の実施内容（DO）

18,418,816

[単位：円]

経常経費

様式第３号



イ）負担金、補助金、交付金の状況

７

８

●次年度の計画（PLAN）

●改善の内容（ACTION）

①引き続き、研修会など、市内或いは諏訪圏域などの民生児童委員が気軽に話し合い、交流できる場
　を設けるほか、業務内容の見直しにより、委員の負担軽減を図る。また、民生委員に限らず、地域
　で役員の担い手が不足している状況はかなり深刻であり、地域福祉ネットワーク会議などの活動を
　通じ、各地区とともに人材育成や支えあいの仕組みづくりを通じ、構築していく。
②市の対策本部や国、県等の行動指針等を参考にし活動を継続する。

（事務を正確に実施し、少ない費用で効率的に事業を行う上で、現在課題になっていること）

①時代の流れに伴い近隣との付き合いの希薄化、低迷する経済状況、少子高齢化社会という現代に
　あって、地域に根ざして活動する民生児童委員の対応するケースは年々困難の様子が伺われる。
　また、年金受給年齢の引き上げなどによる、退職後の再雇用などで、民生委員の選任も難しく
　なっている。
②コロナ禍で人との接触を控える中、民生委員活動に支障が見られる。

改
善
方
法

（上記の課題をふまえて2年度以降に実施する、具体的な改善の内容）

改善開始時期

継続して実施 ９ 施策評価による2年度の優先度
*H30年度施策評価表より転記すること

Ｂ次年度の方針

令和2年4月

具体的な課題と改善

課
　
題

1 1 1
金額 1,195,300 1,172,800 1,251,200 1,173,000

[単位：件、円、％]

負担金補助金 29年度 30年度 元年度 2年度(予算）

民生委員活動費交付
金

件数 157 157 157 157
金額 9,279,060 9,279,060 9,279,060

金額

金額

金額

件数

件数

ア)の①に含まれる負担金
等合計金額及び割合

合計金額 10,474,360 10,451,860 10,530,260 10,453,000
割合 56.87% 56.61% 56.44% 56.52%

9,280,000

民生委員関係補助金
件数 1

件数


